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１．はじめに 近年，鉄道土構造物の耐震診断・耐震補強が実施さ

れている．耐震診断では，飽和状態の強度を用いることが一般的で

あるが，実際の既設盛土の強度よりも小さく評価し，強固な補強が

必要となる場合がある．この課題に対して，本研究グループでは，

既設盛土の含水状態を評価して不飽和強度特性を適用する耐震診

断法 1)を提案した．しかしながら，既設盛土の含水状態の評価には，

一定の降雨条件を想定して浸透流解析を実施する必要があり，実務

的には簡易な評価法が望まれる．本研究では，既設盛土を対象とし

た浸透流解析を実施し，その浸透挙動を評価するとともに，簡易的

な飽和度分布の評価法について検討した． 

２．検討条件 浸透流解析の解析モデルを図 1 に示す．高さ 6.0m，

のり勾配 1:1.5 の透水性の良い地盤に位置する盛土の半断面を対象

とした．境界条件は側面を非排水境界，支持地盤の底面は初期にお

いて非排水境界に設定し，飽和状態となった後は水頭既知境界に切

替える浸出境界とした．盛土天端，のり面，支持地盤の地表面は，

降雨浸透境界として降雨量を流量既知境界として与えた． 

 盛土材料は粒度特性や密度が異なる 16 種類の既設盛土材料を対

象とした．検討試料の透水性と保水性を表す透水係数と Van 

Genuchten モデル 2)（以下，VG モデルとする）のパラメータ α の関

係を図 2 に示す．ここでは，水分特性曲線の吸水曲線を対象に，VG

モデルにより表現したパラメータを扱った．  

 考慮する降雨条件は，西日本の 2 府 17 県に位置する 317 のアメ

ダス観測地点で，観測開始～2022 年までに観測された経験最大降

雨をもとに設定した．最大時間雨量，最大日雨量の頻度分布が確率

分布に従うと仮定した際の 90%信頼水準（最大時間雨量：95mm/hr，

最大日雨量 360mm/day）を用いて作用降雨を設定した．設定した作

用降雨を図 3 に示す．初期条件は，平均年間降水量 2500mm の降雨

を想定し，1 年間で日雨量 20.5mm/day の降雨が 2 日おきに合計 120

日間作用すると仮定した先行降雨を断続的に 2 年間作用させるこ

とで算定した．初期条件の算定後に，作用降雨を作用させて，降雨

強度が最大となる 24 時間に着目して浸透挙動を評価した． 

３．検討結果 飽和度分布の例を図 4 に示す。ここに示す飽和度分布は，図 2 中に示す(a)，(b)の盛土材料の

結果である．(a)では盛土全面に飽和度 80%を超える高飽和度領域が形成され，(b)では表層から一定の距離の

み浸透が生じた。図 2 に示す通り，盛土全面に高飽和度領域が形成された盛土材料は，透水係数が 2.11×10-6m/s 
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図 1 浸透流解析の解析モデル 

 

 

図 2 検討試料の透水性と保水性 

 

 

図 3 短期型作用降雨モデル 
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以下，VG モデルパラメータ α≦

9.34 と透水性が比較的小さく，保

水性が良い傾向が見られた。この

ように盛土材料により浸透挙動が

異なることが確認された。 

 想定する降雨時に盛土全面に高

飽和度領域が形成される場合に

は，不飽和強度特性を適用できな

いため，その適用条件について検

討した。一般的には，既設盛土の

耐震診断時に透水性や保水性を評

価することは少ないため，これら

の特性に関連があり，簡易に把握

できる乾燥密度および 20%粒径に

着目した。乾燥密度および 20%粒

径より整理した浸透距離分布を図

5 に示す。全面が高飽和度となる

条件は一定の領域に分布してお

り，20%粒径および乾燥密度より

全面に高飽和度領域が形成される

条件を判定可能であると考えられ

る。鉛直方向の浸透距離が 3.0m 以

上となる場合には，安定解析時に

飽和度が 80%以上となる浸透領域

ですべり面が発生し，不飽和強度

特性の効果は小さいと考えられる

ため，適用範囲外とした． 

 鉛直方向の浸透距離－細粒分含

有率の関係を図 6 に示す。細粒分含有率が 30%以上の場合には，ほとんどのケースで鉛直方向の浸透距離が

6m と盛土全面に高飽和度領域が形成されており，簡易的に飽和度分布を評価する際には細粒分含有率 30%未

満を対象とした。細粒分含有率 30%未満では，細粒分含有率が小さくなるにつれて鉛直方向の浸透距離が大き

くなる傾向が見られた。ここでは，砂分含有率 50%を閾値として，飽和度分布の簡易評価法を提案する。 

飽和度分布の簡易評価法を図 7 に示す。砂分含有率により区分した各グループの平均的な浸透距離を用い

て，飽和度 100%の領域を設定した。浸透流解析結果では，浸透距離を飽和度 80%以上としたが，ここでは盛

土材料によって飽和度 80%～100%の領域の分布は異なるため，飽和度 100%として扱った。浸透距離は盛土

高によらないため，飽和度 100%の領域を設定することで飽和度分布を簡易的に推定することが可能である。 

４．まとめ 本研究では，既設盛土材料の材料特性を用いて，解析的に経験最大降雨時の浸透距離を評価した。

これにより，耐震診断時に不飽和強度特性を適用する際に必要となる飽和度分布を簡易的に評価する方法を

示した。また，不飽和強度特性を考慮可能な材料特性を明らかにした。 
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(a) 透水性 小・保水性 大  (b) 透水性 大・保水性 中 

図 4 浸透流解析による飽和度分布の例 

 

  

図 5 乾燥密度および 20%粒径により  図 6 鉛直方向の浸透距離－ 

整理した鉛直方向の浸透距離分布      細粒分含有率関係 

 

 

(a) 細粒分含有率 Fc<30%，  (b) 細粒分含有率 Fc<30%， 

砂分含有率 Sc<50%        砂分含有率 Sc≧50% 

図 7 飽和度分布の簡易評価法 
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